
2023年 2月 1日(水)13:30～15:30

静岡県　くらし・環境部
県民生活局　多文化共生課

TEL : 054-221-2178 
E-mail : tabunka@pref.shizuoka.lg.jp問合せ

■主催：静岡県　■共催：岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市
■後援：独立行政法人国際協力機構（JICA）、　静岡労働局　　
　　　　　　（一社）静岡県商工会議所連合会、静岡県商工会連合会
　　　　　　（一社）静岡県経営者協会、静岡県中小企業団体中央会
　　　　　　（一社）中部経済連合会、（公財）静岡県国際交流協会
　　　　　　

　少子高齢化により労働力人口が減少するなか、東海地域では外国人労働者が経済活動を支える大きな力となっています。さらに、外
国人労働者の定住化も進んでおり、地域社会の一員として受け入れていく必要があります。
　外国人労働者の権利を守り、労働や生活環境を改善することで「選ばれる日本」となるための先進的な取組を行うJICAをはじめ、外国
人雇用の未来を考え、多文化共生社会の実現に向けて取り組んでいる企業による講演を行います。
　外国人を雇用されている方、これから雇用について考えたい方、さらには地域で外国人の支援に携わる方など、多くの皆様のご参加をお
待ちしております。

開催日時

開催形式 オンライン形式　(Web会議システムZoomを使用)

対　　象
外国人を雇用している企業、雇用を検討している企業、
外国人の支援に携わる方など
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「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章」普及セミナー

プ
ロ
グ
ラ
ム

13:30～14:20　基調講演
責任のある外国人材の受入と
共生社会の実現に向けて
JICA国内事業部 外国人材受入支援室室長　小林洋輔 氏

14:25～15:30　外国人が活躍する現場から
・株式会社モアソンジャパン（静岡県）
・美濃工業株式会社（岐阜県）

※参加には事前のお申し込みが必要です。URLまたは　
　　QRコードからお申し込みください。　締切：1月27日(金)申込方法

https://zoom.us/webinar/register/WN_3WIW7rzER1m2D6ungYeneg

参加費

無料



東海３県１市（岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市）では、地元経済団体の協力のもと、平成20年に「外国人労働者の適正雇
用と日本社会への適応を促進するための憲章」を策定しました。平成24年２月に静岡県も同趣旨の憲章を策定しており、東海４県
１市では憲章の普及を通じて外国人労働者が働きやすい職場環境の確保等を促進しています。

外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章

外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章（概要）

１　外国人労働者の日本社会への適応促進を図るため、日本語教育及び日本の文化や慣習等についての理解を深める機会を
提供するよう努める。 

２　外国人労働者及びその家族が地域の住民と共生できるよう、地域社会参画の機会の確保に努める。 

３　外国人労働者の子どもが将来の日本社会あるいは母国社会を支える存在となることを考慮し、子どもの社会的自立を　　　
図るため、外国人労働者が保護者としての責任を果たすことができるよう努める。

 
４　外国人労働者が日本人労働者と同様、公正かつ良好な労働条件を享受できるよう、外国人労働者を雇用する場合、　　

労働関係法令等の遵守に努める。
 
５　法令遵守の観点を取り入れながら調達先･取引先を選定するよう努める。
 
６　本憲章の理念を尊重し、社内、グループ企業及び取引先に周知するよう努める。 

JICA国内事業部 外国人材受入支援室室長　小林洋輔氏
1997年JICA採用。2022年9月より現職。近年は「ビジネスと人権」を
含むガバナンスや保健医療分野の開発協力に主に従事。
在外勤務経験はベトナム（2005-2009）と米国（2015-2018）。
趣味は日本語指導ボランティアとベトナム語の学習。

基調講演講師

株式会社モアソンジャパン
（静岡県浜松市）

1982年設立。ITソフトウェア開発。
「More Steps Onward」の頭文字を組み合わせた
MORSONという社名のとおり、“もう一歩先の未来”を
目指し多彩な技術を活かし様々な企業のニーズに応える。

静岡県浜松市に本社を置き、静岡市、東京、名古屋、
大阪に拠点を持ち、従業員数は205名。

外国人材については、現在4カ国11名の技術者を正社
員として雇用。今後のオフショア開発をはじめ海外進出の
中心的な人材としての活躍を期待し、近年積極的に採
用している。

企業紹介

美濃工業株式会社
（岐阜県中津川市）

1950年創業。アルミダイカスト及びダイカスト製品製造。
約70年に渡り、ダイカスト製品のリーディングカンパニーを
目指してきた。国内外12箇所に拠点を置き、関連会社も
含め、約2,000人の従業員を雇用している。

外国人材の雇用については、技能実習生を中心に2001
年から延べ約800人を採用。常に仲間であることを意識し、
社内教育の実施や社員旅行・地域イベントへの参加など
コミュニケーション向上に取り組んできた。
近年では、グローバル展開という視点から特定技能に対す
る監督者教育にも取り組んでいる。

【JP-MIRAIポータル】

【JP-MIRAI　HP】

JP-MIRAI（責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム）とは
外国人労働者の権利をまもり、労働環境・生活環境を改善することにより、

責任をもって外国人労働者を受け入れ、外国人労働者から『選ばれる日本』となり、
包摂的な経済成長と持続的な社会の実現をめざすプラットフォームです。


